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日 時：平成 22 年３月９日（火） 14:00～ 15:34
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１．開 会

２．議 題

（１）小規模企業共済の平成 22 年度付加共済金の支給率について

（２）小規模企業共済法の一部を改正する法律案及び中小企業倒産防止共済法の

一部を改正する法律案について（報告）

（３）最近の中小企業資金繰り支援に関する取組について（報告）

（４）平成 22 年度の主な中小企業支援事業について（報告）

（５）「中小企業憲章に関する研究会」について（報告）

（６）「中小企業支援等の最低賃金引上げ対策検討チーム」の設置について（報告）

３．閉 会



1

○奈須野経営安定対策室長

それでは、定刻になりましたので、ただいまから「中小企業政策審議会第 20 回経営安

定部会」を開催したいと思います。

本日は、御多忙の中御出席いただき、大変ありがとうございます。

当部会の委員及び臨時委員の総数は 19 名になりますけれども、本日、 14 名の委員の方

及び臨時委員の御出席をいただいております。したがいまして、過半数の出席を得ており

ますので、本日の部会は成立となります。また、新しく臨時委員に御就任いただきました

藤沢久美様、所用で欠席となりましたけれども、意見書をちょうだいしております。配付

させていただいておりますので、後ほど御紹介させていただきます。

なお、本審議会の議事録は、資料とともに公開という扱いになりますので、御了解いた

だきますようお願い申し上げます。

それでは、この後の議事進行は、足立部会長にお願いしたいと思います。

○足立部会長

本日は皆様御多忙のところ、御出席いただきありがとうございます。

まず、議事に入ります前に、当部会の臨時委員のうち、５名の任期満了または異動並び

に２名の新規の臨時委員の就任による変更がございましたので、御紹介をさせていただき

ます。

まず、全国商工会連合会の寺田専務理事の臨時委員の任期満了に伴いまして、同じく全

国商工会連合会理事、共済事業運営委員会委員長の天野忠正様が臨時委員に就任されまし

た。  

日本アクチュアリー会の位田副理事長の臨時委員の任期満了に伴いまして、三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社年金コンサルティング部リサーチグループ調査役、日本アクチュアリー

会正会員の神山紀子様が臨時委員に就任されました。

全国中小企業団体中央会の市川専務理事の臨時委員の任期満了に伴いまして、同じく全

国中小企業団体中央会組織専門委員会委員長の今野敦之様が臨時委員に就任されました。

日本商工会議所の宮城常務理事の臨時委員の任期満了に伴いまして、町田商工会議所会

頭の平本勝哉様が臨時委員に就任されました。

独立行政法人勤労者退職金共済機構監事である蝦名臨時委員が退任され、新たに同じく

勤労者退職金共済機構の監事である弘永幸久様が臨時委員に就任されました。

また、新しい臨時委員に株式会社グットバンカーの代表取締役社長筑紫みずえ様。  

シンクタンク・ソフィアバンク副代表の藤沢久美様が就任されました。藤沢様は御欠席

です。

以上、７名の方の臨時委員の変更がございました。

本日の議題は６つありますが、審議をいただきます議題は、議題１の「小規模企業共済

の平成 22 年度付加共済金の支給率について」です。議題２～６に関しましては報告事項

となります。
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それでは、議題１について、事務局から説明をお願いいたします。

○奈須野経営安定対策室長

支給率の審議の前提といたしまして、まず、小規模企業共済の制度の概要について御説

明したいと思います。お手元の参考資料をごらん下さい。

１ページ、制度の概要を記載しています。小規模企業共済制度は、御案内のとおり、小

規模企業共済法に基づきまして、小規模事業の個人事業主あるいは会社の役員が事業を廃

止した場合や役員を退職した場合などに生活の安定、事業の再建を図るための資金をあら

かじめ準備する共済制度ということで、言わば経営者の退職金制度として昭和 40 年 12 月

から実施しています。

運営は中小企業基盤整備機構が当たっています。加入者は現在 123 万人。月々の掛け金

は、 1,000 円～７万円の範囲内でお預かりいたしまして、予定利率１％で運営しておりま

す。この利率に相当する額を共済事由ごとに、具体的には事業の廃止、解散、役員の疾病

等による退職、老齢給付などこれらを政令で定めておりますけれども、これに基づいて共

済金のお支払いをしています。

運用資産は現在７兆 6,400 億円に達しています。なお、契約者の掛け金、運用益は全額

共済金等の支払いや、あるいは解約手当金に充当いたしまして、制度運営にかかる費用は

国庫から運営費交付金という形で手当しています。

２ページに予定利率と運用利回りの推移を記載させていただいております。これを見て

いただきますと、制度創設以来、長年にわたりまして予定利率を法律で定めてまいったわ

けですけれども、いわゆる予定利率に対する市場金利が大きく低下した時期に予定利率の

引き下げが遅れたことから逆ざやが発生し、これを主な要因といたしまして、平成 16 年

７月の独立行政法人発足時に 9,420 億円の繰越欠損金を抱えてスタートしています。

平成 16 年度から予定利率を政令事項化いたしまして 2.5％から１％に引き下げたこと、

運用環境も好転したこともあり、平成 18 年度には繰越欠損金が 5,026 億円まで圧縮して

います。

しかしながら、御案内のとおり平成 19 年のサブプライム問題に市場環境の悪化、ある

いは平成 20 年度のリーマンショックを契機といたします金融危機による影響によりまし

て、２年連続運用利回りがマイナスとなっております。

平成 20 年度末決算では、繰越欠損金は 9,982 億円まで拡大しておりますけれども、運

用利回りがマイナスとなったのは、昭和 40 年の小規模企業共済制度発足以来２か年だけ

となります。

平成 21 年度に入りまして運用環境が若干上向いていることから、 12 月の四半期の仮決

算によりますと、繰越欠損の推計値では 1,911 億円ほど改善いたしまして、 8,071 億円ま

で繰越欠損が縮小しています。

このような状況を前提におきまして、小規模企業共済の付加共済金の支給率について御

説明を申し上げたいと思います。
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資料１の方に戻っていただきますと、今回御審議いただきます付加共済金の支給率につ

きましては、小規模企業共済法の一部改正に伴う経過措置に関する政令、こちらの７条に

よりまして、経済産業大臣が当該年度の前年度末、いわゆるこの３月末までに中小企業政

策審議会の意見を聞いて定めるとされております。このため、資料の３ページ目になりま

すけれども、経済産業大臣から中政審の岡村会長あてに、22 年度に係る支給率について意

見を求めるとの諮問が出ているところです。

諮問に係る答申につきましては、６ページに根拠条文を示していますけれども、中小企

業政策審議会令の第６条６項に基づきまして、当部会の議決をもって中小企業政策審議会

の議決という扱いになります。

それでは、本題の資料の１ページ、２ページについて御説明申し上げたいと思います。

今回御審議いただきます付加共済金の考え方について御説明します。

まず、共済金の支給につきましては、平成８年度以降、予定利率に対応する基本共済金

に当該年度の収支状況に応じた付加共済金を上乗せする２階建て方式になっています。

基本共済金につきましては、予定利率が１％ということになっていますけれども、先ほ

ど来御案内しましたように、毎年度中小企業政策審議会の意見を聞いて経済産業大臣が支

給率を決定するという扱いになっています。

次に支給率の算定方法になりますが、２．のところになります。支給率の基準となる率

は、22 年度の剰余金に相当する付加共済金の原資を仮定共済金等の発生見込額で割ったも

のという形になります。

具体的には付加共済金の原資、いわゆる当該年度の剰余金ですけれども、これは運用収

入、掛け金収入から共済金等の支払い及び責任準備金の積み増し部分を引きまして、これ

に前年度の剰余金を加えたもの。これが付加共済金の原資になります。

一方、仮定共済金の発生見込額につきましては、共済契約者全員が当該年度に共済事由

等が発生し、脱退したと仮定した場合に支給すべき共済金の額となります。

２ページに具体的な数字を入れたものを付けています。まず、22 年度の運用収入、いわ

ゆる自家運用の部分になりますけれども、それに掛け金収入を加えたものが 6,118 億円に

なります。なお、運用収入につきましては、市場での運用部分が２割ぐらいございますけ

れども、ここの部分については先行きの見通しが確定的なことが言えないこともあり、22

年度１月末時点の時価評価額を基本に、その後の変動がないものと仮定いたしまして、損

益は０と試算しています。

この額から 22 年度の共済金の支払いに充てる額が 6,756 億円になります。これを引い

て、更に 22 年度以降の共済金の支払いに充てるための責任準備金の積み増し部分を控除

いたします。

今回は責任準備金の戻入が計上されますので、858 億円ほど加えます。これに 21 年度末

の剰余金を加算。これも１月末時点の実績を基に試算していますけれども、昨年度に引き

続き運用環境あるいは市場環境が非常に厳しいということもありまして、現時点での１月
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から引き延ばした 21 年度末時点の剰余金としては 8,429 億円を見込んでいます。

これらを合計いたしまして、22 年度の付加共済金の原資となる総額はマイナス 8,209 億

円ということで、マイナスのため０という扱いにさせていただきたいと思っております。

他方、（２）の仮定共済金の総額発生見込額については、先ほど申し上げましたように

22 年度にすべての共済加入者に共済事由が発生したものと仮定して必要な額を算出して

います。これが７兆 4,322 億円になります。

したがいまして、付加共済金の原資の総額がマイナス 8,209 億円となりますので、付加

共済金の原資が０となることから、（３）にあります 22 年度の支給率の基準となる率も０

とならざるを得ないような状況です。

事務局からの説明は以上です。

○足立部会長

ただいまの支給率の説明に係る質疑につきましては、次の議題２の「小規模企業共済法

の一部を改正する法律案及び中小企業倒産防止共済法の一部を改正する法律案」の報告を

受けて、まとめて時間をとらせていただきたいと思います。

それでは、続きまして資料２の小規模企業共済法の一部を改正する法律案につきまして

は、宮本企画課長からの御説明をお願いいたします。

○宮本企画課長

企画課長の宮本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

資料２の横長の方で御説明をさせていただきたいと思います。１ページ、小規模企業共

済法の一部を改正する法律案というものがございまして、これは従前からこちらの審議会

に御参加された委員の方々は御存じかと存じますが、昨年の６月にこの経営安定部会にお

いて小規模企業共済制度の見直しについてという報告書をとりまとめていただいておりま

す。  

これにつきましては、今日は御欠席でございますが、横浜国立大学の浅野先生を委員長

に小規模企業共済制度の検討小委員会というのを設けまして、昨年の２月から５月にかけ

まして御議論いただきまして、それを踏まえて経営安定部会として、６月に小規模企業共

済制度の見直しについてというものをおまとめいただいたというものでございました。

そちらの趣旨に沿いまして、私どもの方では法律の改正作業を行いまして、昨年６月に

小規模企業共済法の一部を改正する法律案というものを国会に御提出申し上げまして、衆

議院の経済産業委員会では議決いただいたところだったわけでございますが、御存じのと

おり昨年総選挙で国会が解散になってしまったものですから、解散のため法案が審議未了

で廃案というものになりました。したがいまして、そのときの国会にお出しした法律の内

容を今一度国会にお出しして御審議いただこうというものでございまして、既に２月 16

日に閣議決定をしてこれから国会の方で御審議いただくというような運びになっていると

ころでございます。

したがいまして、内容につきましてはそのときと全く同じものではございますが、新規
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に新しく御参加の方もいらっしゃいますので、内容につきましても御説明差し上げようと

思っております。

資料の方をごらんいただきたいと思いますが、今回の仕組みは、先ほどお話がありまし

たように中小企業の方々の退職金制度のような位置づけでございまして、左の下の２．小

規模企業共済制度というところに記載しておりますが、小規模企業の経営者、個人事業主

の方でありますとか、会社の役員の方が廃業や引退に備えて、掛け金を積み立てて、実際

に廃業等の際に退職金のような形で受領していただくという仕組みでございます。

一番上の小規模企業共済法の一部を改正する法律案の下の枠囲みのところをごらんいた

だきたいと思いますが、昨今、経済環境は極めて厳しい状況にございますので、小規模企

業のとりわけ個人事業主の方々なり個人事業に携わっていらっしゃる方の将来不安を払拭

することが必要であろうと思っております。

そこで、今回はその次のところにございますように、個人事業主と一体となって経営を

行う共同経営者、これは具体的には配偶者の方でございますとか、お子さんなどが該当す

るわけでございますが、従来は小規模企業共済に入れなかったわけですが、今回新たに共

済に加入できるようにして、安心して事業に御専念いただけるようにしたいという趣旨の

ものでございます。

先ほどお話がありましたように、今回の小規模企業共済制度、 123 万人の方に加入して

いただいておりますが、いわゆる法人形態の方の方は約 44 万人で、個人事業主の方とし

ては 79 万人の方にお入りいただいております。

ただ、今までは個人事業主の方御本人しか入れなかったものですから、そういった数に

なっておったところでございます。個人事業の実態を見てみますと、個人事業主の方もさ

ることながら、配偶者の方やお子さんなどが一緒になってほぼ同じような労働条件、労働

時間等でお仕事に携わってらっしゃるというものですから、個人事業主の方だけではなく

て、こういった配偶者であるとかお子さんなどについても共済の加入をお認めする方が適

当ではないかということでございます。

また、この小規模企業共済制度の平均加入期間が約 14 年間。皆様お入りになってから

廃業等をされて共済金を受け取られるまで 14 年間になっておるわけでございますが、こ

れはお子様が実際に個人事業主を承継されてから、御本人が個人事業主になってからしか

加入できないものですから、かなり年齢の高い 40 代であるとか 50 代であるとかそういっ

た段階からお入りになられるということになっている結果、平均加入期間が 14 年という

ことになっているのかなと思っております。

私どもが今一生懸命進めておりますのが、事業承継ということで団塊の世代等、今、第

一線で御活躍の個人事業主の方がこれから御引退されていくわけですので、円滑に事業を

次の方に承継していかなければいけないということを考えているわけでございますが、や

はりそういう観点からも例えばお子様などの場合につきましては、なるべく早い段階から

御加入いただいて、安定的に安心して事業に御専念いただけるようにしたいということで
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こういったことを今回お諮りしたいと考えているところでございます。

この右の下の方の３．新規加入対象者の範囲ということをごらんいただきたいわけでご

ざいますけれども、これにつきましては先ほど来申し上げましたように、個人事業主の共

同経営者の方に加入をお認めするものでございます。

ただ、いたずらに共同経営者の数を増やす形になりますと、やはり確認等もございます

し、実態と合わないところもございますので、加入できる共同経営者の数は２人までとい

う形にいたしまして、実際に本当に共同経営者であるのかということにつきましては、現

場で確認を行った上でお入りいただくという仕組みを考えているところでございます。

先ほど申し上げましたように、小規模個人事業主の方は 257 万人おられるわけですが、

うち共済に加入している方は 79 万人ぐらいでございますけれども、これはアンケート等

で調べておりますと、御自身の共同経営者の加入に御関心のある方は 13 万人という数字

になっておりますので、制度としては 10 万人ぐらいの方に御加入いただけるのかな思っ

ておりまして、したがいまして 123 万プラス 10 万ぐらいという形で、より多くの方に御

利用いただけるのではないかなと考えているところでございます。

私からの御説明は以上です。

○足立部会長

それでは、引き続きまして、中小企業倒産防止共済法の一部を改正する法律案について

は、佐脇制度審議室長に御説明をお願いいたします。

○佐脇制度審議室長

制度審議室長の佐脇でございます。よろしくお願いいたします。

今ほど御説明いたしました小規模企業共済法の資料を１枚めくっていただきますと、中

小企業倒産防止共済法の一部を改正する法律案というタイトルのＡ４横置きの資料が出て

くるかと思います。これに基づきまして御説明したいと思います。

この中小企業倒産防止共済制度は、昭和 53 年以来、長らく運営されている制度でござ

いまして、中小企業の方々は、取引先がいざ倒産されますと売掛金債権の回収が困難にな

られまして、場合によっては資金繰りがきつくなり連鎖倒産に陥るということがままある

ものですから、あらかじめ加入いただければそういった事態に陥った場合に即座に資金を

お貸し付けして、連鎖倒産でばたっと倒れてしまうということがないようにしようという

ための制度でございます。今回、この制度につきまして、実態に応じた見直しをするとい

うのが眼目でございます。

簡単に制度の現在の内容を御説明いたしまして、背景事情と改正の内容という順序で御

説明したいと思います。お手元の資料の左下の２．の現行制度の概要という絵をごらんい

ただければと思います。

下の方に楕円形で共済契約者の積立掛金という絵がございまして、運営しております独

立行政法人中小企業基盤整備機構の名前が下に付されておるかと思います。上の方に共済

契約者というのが四角で書いてございまして、記載しておりますように現在 29 万人の方々
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が契約者として御加入いただいております。この契約者の方々、左側から掛金納付という

矢印が出ておりますけれども、あらかじめ一定の額を月々掛金していただくことになりま

す。  

その掛金が元手になりまして、いざ共済契約者の方が大変な事態になられましたら、制

度の側から共済金を貸付金として貸し付けるという形になってございまして、契約者の方

は所定の期間にまた御返済いただくということで、中小企業の契約者の方々にお出しいた

だきます掛金を貸付原資として、そういう連鎖倒産に陥るような事態の資金繰りに対応す

るという相互補助の仕組みになってございます。

どのような条件で貸付けを行うかということにつきましては、中ほどの貸付額という少

し薄いグリーンがかかっている枠の方に書いてございますけれども、いざ取引先が倒産し

た場合に回収困難になる額がございます。それとあらかじめ掛金を積み立てていただきま

した額の 10 倍の額のいずれか少ない額の範囲内におきまして貸付を行うということにな

ってございまして、現在、その上限が 3,200 万、掛け金総額の 10 倍相当額というかぎ括

弧の下に上限「 320 万円×10」と書いてございますけれども、これはあらかじめ経営が安

定している折に掛金を 320 万までお積立いただきますと、その 10 倍の 3,200 万円を上限

にお貸付するという制度でございます。

上下いろんなところに飛びまして恐縮ですけれども、２．の現行制度の概要のすぐ下に

無利子・無担保・無保証人と書いてございますが、このような条件でお貸しいたしますの

と、もう一つ重要なポイントは、いわゆる金融機関が通常やっております与信審査という

ことをせずに迅速に手当をいたします。あらかじめ御加入されて掛け金をお積みされてお

れば、貸付けの条件に該当すれば信用力を問わずすぐお貸しするということで、連鎖倒産

を防ぐための当座の資金繰りをつけていただくというのがポイントでございます。

併せてこのような与信審査のない形でお貸しすることには、とりもなおさず一定のリス

クを制度として織り込むということにほかありませんでして、そのための費用は共済制度

の中で相互扶助の観点から全体で賄うということになってございます。

具体的には貸付けを行う都度、貸付けを受けた額の 10 分の１につきましては、既に積

み立てていただいている掛金から保険料という形で控除いたしまして、制度全体の貸倒れ

を補てんいたします。

例えば、現在 320 万の積立金をお持ちの契約者さんが 2,000 万の借入れをされる場合に

は、 10 分の１に当たります 200 万の掛金を控除する。すなわち、制度側は 320 万あった

ものを 120 万の掛金の額まで引き下げられるということになります。200 万円相当が制度

全体のリスクをカバーするための費用としていただくということでございます。

その後また加入いただいている期間におきましては、追加的な掛金の積立をいただきま

して、最大 320 万まで復活していただくことができるという仕組みになってございます。

以上を前提に、背景事情と今回の改正のポイントをかいつまんで御説明したいと思いま

す。  
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戻りますけれども、１．の現状の左側のグラフをごらんいただけますでしょうか。これ

は折れ線グラフで日本全体の倒産の件数を書いてございます。日本全体と申しましたけれ

ども、ほぼ大方の割合は中小企業の件数とほぼ等しいと思っていただいて結構でございま

す。  

棒グラフにつきましては、負債総額でございまして、下の横軸に書いてあります数字は

年度を表してございます。 2004 年度から 2009 年度。 2009 年度につきましては、昨日２

月の統計が出ておりますけれども、年度全体のものは確定しておりませんので推計値にな

ってございます。

倒産件数につきましては左側の縦軸の目盛り。負債総額につきましては右側の目盛りに

なってございまして、件数自体は足下も含めまして少し収まってはきておりますけれども、

年度全体で見ますと１万 5,245 件という推計値で、相当高い水準であるということは事実

でございます。

負債総額につきましては、リーマンショックの影響が効いてございます 2008 年度は異

例に高くなっておりますけれども、２００９年度もそれなりの規模になるのではないかと

思われてございます。

こういった形で倒産といいますのは、景気の変動によりまして多少のぶれは出ますけれ

ども、中小企業の方々にとりましては、経営上の常に備えなければいけない大きな課題で

あるのは事実でございます。

今回最も重要な改正点として位置づけておりますのは、共済制度によって貸し付けるこ

とができる限度額の考え方でございます。それについての現状を御説明するために用意し

ましたグラフが右側の棒グラフでございます。

このグラフは、中小企業の取引先がいざ倒産した場合に、回収困難になり売掛金の債権

額が一体どういう状況にあるのかというものを推計いたしまして、いかほどの貸付限度額

を設定した場合には、どれぐらいの割合の中小企業の方々がそういったリスクに直面した

場合に必要な資金ニーズを賄うことができるのかという観点から試算したものでございま

す。  

具体的には統計を用いまして、売上高別の中小企業の事業所数というものを計算いたし

まして、売掛金債権の水準とはある程度相関しているものですから、主要な取引先が倒産

した場合にどの程度の売掛金が回収できなくなるかというのをその種の統計で推計いたし

ました上で、回収困難額の水準ごとに何件ほどの中小企業が分布しているのかというのを

推計いたしました。それを使いまして、幾らぐらいの貸付限度額に設定した場合にはどの

程度の数の中小企業者がそれで賄えるかということが推計できますので、それをもってパ

ーセンテージで表したという格好になってございます。

一番左の横軸に 82 とあります。これは 1985 年の趣旨でございます。昭和 60 年に相当

いたしますけれども、現在の 3,200 万という上限を設定したのが 1985 年でございます。

カバー率という言葉を使わせていただきますけれども、その当時のカバー率を試算いたし
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ましたところ、中小企業全体のおおむね 95％の方々が 3,200 万円の上限であれば、いざ主

要な取引先が倒産した場合であっても回収困難となる額が満たされるだろうという試算結

果になりました。

同様な方法で 2006 年の統計を使って試算いたしましたところ、紙面の関係上お許しい

ただきたいのですが、グラフは 85％から進んでおりますので見かけ上かなり低くなってお

りますけれども、87％まで落ち込んでおりました。そこでこの 3,200 万という水準が低い

がゆえに 87％に落ち込んだわけでございますけれども、前回 3,200 万円を設定した 1985

年の水準、すなわち 95％程度に復活させようとした場合にどのくらいの貸付限度額に引き

上げることが必要かということを逆に試算いたしましたところ、 8,000 万までの引き上げ

が必要という結論になりました。これが１つの重要な実態分析の結果といたしまして、今

回の制度改正のポイントとして盛り込もうということを提案しているわけでございます。

それでは、もう一回下に戻りまして改正の内容を２．と３．を見比べていただきながら、

かいつまんで御説明を進めていきたいと思います。

まず３．の改正内容の上から３つが１つのかたまりでございます。これが今ほどグラフ

で御説明いたしました貸付限度額の引き上げについての改正の内容でございます。具体的

には限度額を 3,200 万円から 8,000 万に引き上げるという案でございます。

制度の概要の説明で申しましたけれども、限度額を 8,000 万に引き上げる上では、10 倍

の貸付というのがルールでございますので、掛金を 800 万まで積み立てていただく必要が

ございます。したがいまして、ここでは掛金総額という法律上の文言を使っておりますけ

れども、契約者が最大積み立てられる掛金の総額という趣旨でございますが、これを 320

万から 800 万に引き上げます。

併せまして、今 320 万円を８万円の月額掛金で 40 か月積み立てていただくというルー

ルになってございますので、月々の掛金の上限は８万円でございますが、これにつきまし

ても 800 万円の掛け金総額の上限を 40 か月でお積み立ていただけるような枠組みに変更

するという趣旨で、月々最大 20 万円でおかけいただけるということで改正の案をまとめ

てございます。

併せまして、昨今の経済環境がさまざまな要因で大きく短期間に変動し得るという実態

にかんがみまして、このような限度額につきましては現在法律上具体額が規定されている

わけでございますけれども、これについては閣議決定のレベルで変更し得る枠組みに直す

という趣旨で、政令事項に改正するという案も併せて盛り込んでございます。

３つ目でございますけれども、現在 3,200 万までお借りいただいた場合には、６か月据

え置き５年間の償還ということで制度を設計してございますけれども、これにつきまして

も倍以上の限度額に引き上げられることに伴いまして、月々の返済額が中小企業の方々に

とって合理的な御負担の範囲に収まる観点から、上限につきましても５年から最大 10 年

という形で法律上は変更するということで、今後法律の枠内で政令におきまして具体的な

貸付額に応じた償還期間を設定していきたいという案になってございます。
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以上３点が限度額を引き上げることに関連する改正のポイントでございます。

あと２点ございます。下から２つ目の○でございますけれども、「共済事由に私的整理の

一部を追加」とございます。２．の現行制度の概要の枠の右下の方に共済事由というのが

書いてございまして、法的整理手続開始等と書いてございます。この共済事由と申します

のは取引先が倒産した場合に貸し付けられるかという、その倒産の中身を具体的に法律で

書いているものでございます。

現在は取引先がいわゆる法的整理、破産、会社更生等々の法的整理手続の申立てがあっ

た場合、銀行取引停止処分になった場合、その２つに限定いたしまして倒産と認め、共済

事由が成立、貸付けを行うという枠組みになってございますけれども、これにつきまして

はとりわけ手形取引が減少しているという状況も踏まえまして、私的整理のうちある程度

この種の共済制度を公平、効率的に執行する上で必要十分なものに限定はしますものの、

私的整理につきましても対象に加えるということについて案をまとめてございます。

これにつきましては、具体的には債務整理を代理する資格をお持ちの弁護士であります

とか、法律で定められている場合に限定されますけれども、一定の条件の下で認定の司法

書士の方につきまして、これらの方々が間に入って手続を進められている場合におきまし

ては、例えば取引先である会社を代理する弁護士さんから契約者であられる中小企業者に

対しましてこの取引先企業は経営が非常に悪化したのでひとまず支払いを停止しますとい

うような御連絡をなされる場合には、そういった連絡があり次第、それをもって貸付の対

象にし得るという形で制度を改善するということでございます。

これにつきましては、右側の共済事由に追加するというところに※印で書いてございま

すけれども、現在、本制度にお入りになっていない方を対象にしたアンケート調査結果に

よりますと、３割弱の方々がこういった私的整理についても貸付けの用件に加えるのであ

れば加入を検討したいという回答をされておりますので、制度の魅力向上という点からは

意味のあるものではないかと考えてございます。

最後になりますけれども、早期償還手当金というのを新たに創設することを案に盛り込

んでございます。この制度における共済金の貸付けはすべて無利子でありますので、早く

返すということによりまして金利負担が軽減するわけではございません。したがいまして、

合理的に考えますと、その期間キャッシュは十分にお使いになるというのが１つの在り方

ではあろうかと思いますけれども、さまざまな事情から借入金を早めにお返しされたいと

いう方も多うございまして、一定の割合での繰上償還というのはございます。

そうした場合に償還されたことによる金利上のメリットは制度全体の方に帰着してし

まっているものですから、せっかくお返しされた努力をそのままむしろ早くお返しされた

方々に還元して、より早期に返そう、借金を減らそうという形での取組みをお手伝いした

方がいいのではないかという観点から、多くのお金を早くお返しになることに見合った手

当金というのを今回創設しまして、将来への備えを万全なものにしていただくことを促進

したいということを考えてございます。
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以上の案を盛り込みました法律案を先ほど御紹介いたしました小規模企業共済法の一部

改正案同様、去る２月 16 日に国会に提出するべく閣議決定を行ってございます。

あと説明が前後して恐縮でございますけれども、本改正につきましては、中小企業倒産

防止共済法の規定に基づいて少なくとも５年ごとに一度見直すということになってござい

まして、これに関しましてこの経営安定部会におきましても、少し長くなりますけれども、

平成 20 年６月以来、１年半程度ずっと御議論いただいてきたものでございます。その間、

今日御欠席でございますけれども、一橋大学の山本和彦教授の下で研究会というのを立ち

上げまして、そこにおいても１年ちょっと御議論していただきまして、経営安定部会にお

きましては先ほどの小規模共済同様、昨年の６月に中間報告という形で検討の方向性をと

りまとめていただいてございます。

その後、さまざまな検討をその方向性に従って具体化したものがこれでございまして、

基本的には報告書のラインにのっとったものだと事務局としては考えてございます。

なお、検討に当たりましては、掛金の額の引き上げ、貸付限度額の引き上げという部分

につきまして、掛金をかける際に租税特別措置に基づく損金算入、必要経費算入というこ

とが措置されているということから、これを引き上げるということにつきましては税制改

正の重要なポイントになるということを議論していただいているかと思いますけれども、

昨年末の政府税制調査会におきまして、法改正がなされることを前提に従前どおり全額損

金算入等の扱いなどということを認めていただいていることを付言いたします。

以上でございます。

○足立部会長

ただいま説明のありました、小規模企業共済の平成 22 年度付加共済金の支給率等につ

きまして、御意見、御質問がありましたらこれからお願いいたします。

初めに、本日御欠席の藤沢委員から書面で御意見が出ておりますので、読ませていただ

きます。

「小規模企業共済の平成 22 年度付加共済金の支給率につきましては、資料１を拝見し、

現状を把握いたしました。資料に基づき、平成 22 年度の付加共済金支給率につきまして

は、ゼロとすることが適当と存じます。

資料２にありますセーフティネット関連共催２法案につきましては、事業承継の困難に

直面している企業数が増加している現在、必要な改正案であり、改正の実現を祈念してお

ります。特に疑問点はございませんでした」ということでございます。

以下、この場で質疑応答の時間を持ちたいと思いますので、どうぞ御自由に御発言くだ

さい。いかがですか。

○関委員

素人なので基本的なことをお聞きしますけれども、支給率というのは計算すれば当然０

しかないわけですけれども、支給率というのは計算結果ということなんですか。計算結果

であれば議論する必要はないんですね。もうひとつぴっと来ないものですから、こういう
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初歩的な質問をしているんです。

○奈須野経営安定対策室長

計算方法につきましては、現在、省令で定めておりますけれども、その省令に基づいた

計算結果でございます。

基本的にはこの計算結果に基づいて、プラスになることは勿論ございますので、そうい

う状況についてそのままの数字を適用するのはいかがかというような御指摘等をちょうだ

いすることになるかと思います。

今回はマイナスなものですから議論の余地は余りないんですけれども、基本的な仕組み

としては、プラスになったときに支給率をそのまま適用するのかどうか御審議いただくこ

とになるかと思います。

○足立部会長

ほかにいかがでしょうか。

どうぞ。

○眞柄臨時委員

これはこれを変えるどうのこうのというのではないですけれども、倒産防止共済の方で

すが、早期償還手当金がありますので、そこの部分は努力すれば解消されるのかなと思い

ますが、貸付限度額を 8,000 万に上げた場合に、10％の保証金を取られるというと、実は

800 万ですからもう制度として見ればそういう形で成り立っているので理屈はわかるんで

すけれども、個別に借りる方からしてみると、 8,000 万借りて 800 万というとすごい負担

感が大きいなと思いまして、その辺はどうなんだろうなと。

○足立部会長

いかがですか。

○佐脇制度審議室長

そういう心証を持たれる契約者さんもいらっしゃるかと思います。私どもとしましては、

現在の貸付けの実態、回収の実態を踏まえますと、共済制度として成り立たせる上では、

その辺りにつきましても同様の取扱いにするよりほかに選択肢はなかったという判断でご

ざいます。

ちなみに、あえて申しますと、掛金を納めいただいた段階で経理上は損金ということで

費用計上されておりますので、法人の場合には税制上はさかのぼって特段の問題は生じな

いのかなと思っております。

そこは従前からその辺りの負担感は、大きなところで言いますと完済手当金による対応

ということと、今回の早期に償還された場合の手当金ということをもう一つ追加するとい

うことで、若干の緩和にはなろうかと思いますけれども、基本的な部分は御指摘のことが

あろうかと思います。ただ、制度上、いかんともし難かったということでございます。

○足立部会長

ほかにいかがでしょうか。
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どうぞ。

○平本臨時委員

倒産防止共済の方ですけれども、早期償還手当金で金利相当分を還元と言いますが、そ

の金利というのはどういうような形で決まってくるんでしょうか。

○佐脇制度審議室長

法律案ではこの辺りの技術的な事項につきましては、今後具体的に定めるということに

なってございますので、発想だけの御紹介になりますけれども、先ほど申しましたように、

早目に償還されたその資金は一般の貸付原資として中小企業基盤整備機構の方に戻ります

ので、本来、その期間、契約者がお借りであればその資金は手元になかったはずのもので

ございますので、戻った資金を早くお戻しいただいた期間だけ、通常の利回りで運用でき

た分だけ、制度全体でプラスになっているという発想でございます。

したがいまして、いわゆる通常の特段投機的な観点から利率を稼がなければ、通常の例

えば現在の定期預金とか一般の預金程度の利率を念頭に置きながら、どういった手当金に

することが契約者の方々にとって意味があるかということを今後検討していきたいと思っ

てございます。

○足立部会長

よろしいでしょうか。ほかにいかがでしょうか。ございませんでしょうか。

それでは、ほかにもし御意見がございませんでしたら、平成 22 年度の付加共済金の支

給率につきましては、０とすることが適当であるということで当部会の議決といたしたい

と思いますが、いかがでございましょうか。

（「異議なし」と声あり）

○足立部会長

どうもありがとうございます。

それでは、中小企業政策審議会運営規程第 10 条に基づき、本議決を中小企業政策審議

会岡村正会長の同意を得た上で、中小企業政策審議会の議決とし、直嶋正行経済産業大臣

へ答申とさせていただきます。

次の議題３～６までの報告につきましては、続けて説明を受け、後でまとめて質疑の時

間を設けたいと思います。

それでは、続きまして、議題３「最近の中小企業資金繰り支援に関する取組について」

につきまして、多田金融課長より御報告願います。

○多田金融課長

金融課長の多田でございます。それでは、時間も限られていると思いますので、資料３

に基づきましてポイントを御説明させていただきます。

表紙をめくっていただきますと、皆様御案内のとおり、中小企業の資金繰りの状況でご

ざいます。足下、厳しさがやや緩和してきたものの、依然として中小企業の資金繰りは厳

しい状況と書かせていただいておりますが、右の方のグラフ、いわゆるこの先の見通しＤ
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Ｉで好転するのか悪化するのかということの差で示しておりますが、右下の方で少し好転

の兆しはございますが、いまだに中小企業全体でもマイナスの 28.7、小規模企業にします

と 30.9。要するに３人に２人が悪くなると思っているという状況はいまだに続いていると

いうことでございます。

こうした中で左のグラフをごらんいただきますと、民間金融機関の中小企業向け貸付が

伸び悩むという状況の中で公的金融機関、政府系金融機関の役割が増えているという状況

にあるわけでございます。

２ページ、これも皆様御案内のとおりかと思いますけれども、公的金融機関が資金供給

をすると言いましても、全体の規模で見ますとここにございますように民間の金融機関が

８割を占めている状況に変わりはございません。その中で信用保証協会の保証、後で出て

まいりますが、ここで 34 兆円ほど保証を付けている。それ以外に政府系金融機関という

ことで 20 兆強の供給をしているという状況でございます。ちなみに下から３番目にあり

ます貸金業者、貸金業法の総量規制等々６月からの完全施行へ向けて議論されております

けれども、こちらでも 20 兆ほどの資金供給はなされているという状況でございます。

３ページ、我々の政策をやる場合の実施体制ということで、申し上げました信用保証協

会による保証、日本政策金融公庫及び商工中金さんの貸し付けということで大別をしてお

りますが、一番左側の保証、今回の政策ツールの中でも大きなツールでございますけれど

も、４ページ、これも皆様御案内のとおりかと思いますが、基本的な仕組みでございます。

右の方に中小企業者という○がございます。中小企業者の方が民間の金融機関からお金

を借りられる場合に保証がない、リスクが民間金融機関だけでは負えないという場合に、

信用保証協会は全国に 52 あります保証協会の方で保証という形をしまして、残念なこと

に代位弁済に至る。事故が発生した場合には保証協会の方が金融機関に事故が起こった債

務について金融機関に払うということになってございます。

この全国 52 にある信用保証協会に対して、日本政策金融公庫の方で言わば再保険とい

う形で国が全面的にバックアップいたしまして、この保証協会の代位弁済分をまた更にサ

ポートするという状況になっているというのが信用保証制度でございます。

３ページ、こうした保証制度で現在顧客約 150 万～ 160 万と書いてございますけれども、

保証残高が 34 兆円かかっているということでございまして、ここはあくまで民間金融機

関からの貸出しに関して保証協会から横から保証をつけているという状況でございます。

真ん中の２つ、日本政策金融公庫と商工中金は直接貸付を行っているという状況でござ

いまして、これから触れますけれども、現在は通常の取組に加えまして、保証協会におい

ては緊急保証、あるいは景気対応緊急保証という下の方に対策と書いてございますけれど

も、こうした取組。あるいは日本政策金融公庫でありますとセーフティネット貸付。商工

中金によります危機対応貸付といった追加的な経済対策をとっているというのが現状でご

ざいます。

現在の私どもの取組でございますが、基本的な考え方を５ページでお示ししてございま
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す。現在は緊急時である、平時とは異なるという認識に基づきまして申し上げました保証、

貸付け。この政策ツールを総動員して対応させていただいているという状況でございます。

この政策の総動員ということの意味でございますけれども、１つはこれまでにない過去

最大の事業規模を確保して取組んでいるということでございまして、平成 20 年度、 21 年

度、いずれも２度にわたる補正予算で事業規模を拡大してきております。

６ページ、例えば一番上の段の保証でございますけれども、20 年度の１次補正は６兆円

でスタートいたしましたけれども、２次補正で 20 兆円に拡大し、本年度の１次補正で 30

兆円に拡大し、更に先般成立しました２次補正で 36 兆円に拡大してきているという状況

でございまして、 12 年前の特別保証のときも 30 兆円まででございましたので、このよう

な意味では過去最大の規模という状況でございます。

５ページ、多様なニーズへの対応というところを御紹介させていただきます。るる御説

明しておりますような保証でありますとか貸し付けというのは、お金が新たに必要な中小

企業者の方への対応でございます。

ただ、昨年来、返済負担の軽減。もうお金を新しく借金を増やすのは勘弁してほしい。

むしろ今既に借りられている借金を何とか返済負担を減らしたいといった声が届いてきて

おりまして、これに対しては返済負担を軽減するという観点から条件変更に積極的に応じ

るといった対応をしてきているところでございます。

更に条件変更を一旦してしまうと、新しいお金を借りるのに借りづらくなるのではない

かといった声も届いてきております。したがいまして、条件変更先に対する新規資金のニ

ーズというものに対しても、これもなかなか簡単なことではないわけでありますけれども、

こちらに対しても対応していくようにという取組みをしているという状況にございます。

下の方に実情に応じた機動的な対応と書かせていただきました。先ほど規模の拡大の面

は申し上げましたけれども、６ページ、規模の保証の 36 兆円に拡大していく数字の下に

書いてございますが、対象業種の推移とございますが、このような形で実情に応じて業種

の拡大をし、先般の 36 兆円に拡大するときには、景気対応緊急保証ということで、後ほ

ど出てまいりますが 1,118、原則として例外を除いて全業種ということで、1,118 にまで広

げているという状況になってございます。

５ページ、要件緩和と出てまいりますが、これも個別の企業の認定要件などにつきまし

て実情に応じた見直しをやっているということで、後ほど御紹介したいと思います。

更にこうした政策のツール、実際にお使いいただかないと意味がないわけでございまし

て、実際に効果を上げるという観点から既に御利用いただいている方のみならず、これま

で余りこうした政策金融をお使いになっておられない方々に関しての広報というものにも

現在努めている。これが私どもの基本的な考え方でございます。

以下、ポイントだけ申し上げますが、６ページは先ほどから何度かごらんいただいてい

るところでございますが、保証に加えて直接貸付の方につきましても、このような規模の

拡大をしている。あるいは右下の方に小さな字で書いてございますけれども、貸付条件の
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変更といったところについても目標を掲げて現在取組んでいるところでございます。

７ページはそれがどのような成果を上げているのか、実績が上がっているのかという数

字の御紹介でございまして、左の方にある棒グラフでございますけれども、緊急保証の承

諾の実績でございます。

各月、毎月末に山がまいりますが、特に一昨年の暮れ、昨年の３月末には大きな山が立

っているところでございまして、最近、昨年末を含めまして、そのときに比べますと資金

の需要は減ってきておりますけれども、この３月末、また次の年度末ということでござい

まして、緊張感を持って現在取組んでいるところでございます。

右の方に色つきの日本政策金融公庫、商工中金の実績が出ておりますけれども、条件変

更という欄をごらんいただきますと、日本公庫で１兆 200 億円、商工中金で 5,500 億円。

これは１月末までの実績でございますけれども、こちらにございますように新しい貸付だ

けではなくて、過去に貸付をしていただいた条件について、返済負担緩和ということでこ

うした取組みをしていただいているということでございます。

８ページは景気対応緊急保証という最初から申し上げている保証の部分でございますけ

れども、規模が 36 兆円というところは先ほど触れました。要件の緩和に関連いたしまし

て対象というところをごらんいただきますと、企業の認定基準を緩和して新たに２年前比

での売上減少基準を導入。リーマンショックの前後でどんと下がってその後下回っている

といっているような課題に対してですと、１年前と比較するだけですとあまり変わってい

ないという状況にあります。雇調金の要件緩和でもございましたけれども、こうした要件

緩和をして対象者を拡げるということでやらせていただいてございます。

一番下、小さな字で書いてございますけれども、景気対応緊急保証は 100％保証協会が

保証するものでございます。したがいまして、貸付をされる民間の金融機関の信用リスク

というものは著しく低下する、ほとんどなくなると言ってもよろしいかと思いますが、そ

うしたことを踏まえて金利などについて貸出条件に配慮できるはずであるということで、

民間金融機関の方に対して直接直嶋大臣から要請をしているところでございまして、これ

によって保証料を払わなければならない中小企業者に対して、金利と合わせた負担があま

り上がらないようにといった要請もしているという状況でございます。

９ページは景気対応緊急保証、一昨年からやっております緊急保証の衣替えの状況を示

しているものでございまして、先般２月 15 日、２次補正の成立を待って直ちに取組んで

いるわけでありますが、先ほど申し上げましたように 1,118 業種に広げて年度末を待つこ

となく、今回の年度末対策に間に合うようにこの景気対応緊急保証という形で、原則とし

て全業種という対象で取組ませていただいているところでございます。

以上が保証でございますが、10 ページが直接の貸付の方でございます。こちらも下の方

に規模の追加という数字を見ていただければと思いますが、規模を確保するとともに金利

の引下げという充実を行っているところでありまして、業況が悪化している方に対して

0.3％金利を下げる。あるいはこの苦しい中雇用を維持しあるいは拡大されるという事業者
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に対しては、金利を更に 0.2％引下げるとした取組を現在始めているところでございます。

11 ページは利用者の方々に対する使い勝手のよさを高めるという観点から、これは昨年

暮れに商工中金さんの方で対応されたことでございますけれども、商工中金における既往

の貸付の負担を軽減するという観点から、これまでの貸付のさまざまな口数を一本化して、

事業者の方の毎月の返済負担を下げる工夫ができるような運用の見直しをさせていただき

まして、これも１つの利用者の実情に合った対応ということで御紹介をさせていただいて

ございます。

12 ページは金融庁さんが中心となって昨年の臨時国会で成立をさせて 12 月４日から施

行しております、いわゆる中小企業金融円滑化法でございます。内容については皆様御承

知のとおりかと思いますので、省略をさせていただきます。この中で更なる支援措置とい

うことで下の方に書いてございますけれども、信用保証制度の充実等と書かせていただい

ております。大きなシェアを占める民間金融機関での条件変更の取組みは大事なわけであ

りますが、これについて 13 ページで御紹介させていただいております。

信用保証制度という観点からも、新しい仕組み、制度を用意して民間金融機関の取組を

横からサポートするということで御用意をさせていただきました。若干細かくなりますけ

れども、１点だけ触れておきますと、この制度は既に保証が付いているものについての条

件変更は従来から取組んできております。この制度はこれまで保証が付いていない、いわ

ゆるプロパー融資、プロパー貸付というものについて条件変更する場合に途中から保証を

付けようということでございまして、ある意味特殊な措置であるということでございまし

て、そうしたことから保証割合については例えば緊急保証が 100％保証割合をやっていま

すけれども、この対応保証では 40％、あるいは保証料率も高目の 2.2％といった工夫をし

ているところでございます。

最後になりましたけれども、この３月末を迎えた追加対策として、先般発表したもので

ございます。政策金融における条件変更も大事だということで、目標を２月から来年の３

月いっぱいまで２兆円に引き上げてやる。今年度は実は昨年の４月から 1.5 兆円で目標を

掲げてやってまいりましたが、既に 1.5 兆円を達成している状況でございまして、更に引

き上げてやっていくということでございます。

３月１日に代表者会合で大臣から申し上げたことでございますが、我々の基本姿勢を示

す、利用したことのない中小企業の方々への周知と決め細かな相談体制ということは勿論

でございますが、その下に書かせていただいている③でございますが、条件変更にしっか

り対応するように、あるいは条件変更先の資金ニーズにも対応するようにといったところ

も大臣からのメッセージとしてお願いをしているといった状況でございます。

若干駆け足でございますけれども、中小企業の資金繰りは中小企業の命綱でございます

ので、万全を期してまいりたいと思っております。

以上です。

○足立部会長
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どうもありがとうございます。続きまして、議題４「平成 22 年度の主な中小企業支援

事業について」につきましては、岸本経営支援課長より御報告願います。

○岸本経営支援課長

経営支援課長の岸本でございます。それでは、平成 22 年度の経営支援関係の主な事業

について説明を申し上げます。

表紙の次のページで全体の状況をごらんいただきたいと思います。こちらに記載してお

りますのは９つの事業がございます。平成 22 年度予算案が年度内に成立するということ

を想定いたしまして、４月の早い時期から事業開始ができるように公募の手続等を進めて

おります。

事業の概要でございますけれども、一番上の新卒者就職応援プロジェクトは、今年の春

の新卒者の雇用環境が特に厳しいということを踏まえまして、 5,000 名程度の就職が決ま

らなかった学生さんを対象に、６か月程度の中小企業インターンシップを行うものでござ

います。

２番目の中小企業応援センター事業は、平成 20 年度から２か年間行いました地域力連

携拠点事業に次ぐものでございますけれども、全国に 50 か所ないし 100 か所の相談拠点

を持ちまして、経営革新、農商工連携、事業承継、こうした各種の相談に対して専門家の

派遣事業を行おうとするものでございます。

３番目の地域資源∞プロジェクトは、市町村単位の商工会あるいは商工会議所の地域産

品の内外への販路拡大を支援する事業でございます。特に 22 年度においては観光に力点

を置いた事業についても募集を追加することにしております。

４番目と５番目は同じく市町村単位の地域産品の展開でございますけれども、こちらは

海外の輸出促進を支援する事業でございます。

６番目の新事業活動促進支援補助金は、平成 17 年に制定されました新連携制度。平成

19 年の地域資源活用促進法。更には平成 20 年の農商工連携促進法。この３つの支援法の

認定を受けた事業者に対する補助金でございます。

７番目は、ものづくりに強みを持つすそ野産業に対して、作品開発の面での委託の助成

を行うとするものであります。

８番目の中小商業活力向上事業でございますけれども、これは昨年地域商店街活性化法

という法律が新たに制定をされておりまして、この法律を活用する商店街を含めまして、

店舗対策あるいは来外者の増加に対する助成をするものでございます。

最後は中心市街地の活性化のためのハード整備の支援、あるいはソフト事業としたもの

に対する補助金でございます。この９つの事業を合計しまして、 411 億円の補助金を執行

する予定にしております。

続きまして、ページごとに事業の詳細を御紹介していきたいと思いますけれども、まず

新卒者就職応援プロジェクトでございます。これは東京、名古屋、大阪、この３大都市圏

で相当な数の卒業者がいらっしゃるわけですけれども、これと並びまして東北あるいは九
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州において高卒の方の就職が決まらないということが例年特に深刻になっておりますので、

都市部においては就職支援会社の学情あるいはパソナが対応しておりまして、各地域の高

卒生の対応については各県の中央会に御協力をいただいてインターンシップへの準備を進

めているところでございます。

助成の内容でございます。右下に書いてございますが、実習生に対しては日額 7,000 円、

受入れ企業に対しては日額 3,500 円が国庫から支給されるという形になっております。

１ページ飛びまして、中小企業応援センターでございます。３月５日に公募を締め切っ

ておりまして、今、選定作業に進んでおりまして、地域力連携拠点事業の状況を御報告い

たしますと、21 年度の地域力連携拠点事業は 327 か所が拠点に選定をされております。１

月末までに全国で合計 27 万件の相談が来ております。相談の多いものを５点紹介いたし

ますと、経営革新の関係が約４万件でございます。次いで多いのが操業で約２万件。法律

の認定で申し上げますと、農商工連携の関係が１万 4,000 件、地域資源の関係が１万 3,000

件、事業承継についても 8,000 件程度の相談が来ております。

22 年度、この中小企業応援センター事業におきましても、これまで同様あるいはそれ以

上の相談件数が来るものと思っておりまして、その 40 億円の予算の大部分はそうした相

談案件に対して特に専門家を派遣して計画の成熟に注力をするというものに支援するとい

うことをしております。

次のページが地域資源∞全国展開プロジェクトでございますけれども、これは平成 16

年度から開始をしておりまして、毎年２月に見本市も開催しております。徐々に商品も開

発をしてきております。右側に２つ紹介しております。これはマーケットでかなり人気が

高いものになっております。栃木の小山商工会議所が取組まれましたかんぴょうを使った

うどん、秋田県のじゅんさいを使ったなべ。これは「ガイアの夜明け」でも報道されると

いう人気を博しているものでございます。

次のページがＪＡＰＡＮブランドの関係でございますけれども、ＪＡＰＡＮブランドも

平成 16 年度から開始をしておりますが、毎年 60 件程度の事業採択をしております。当初

の３年程度は商品の開発が主でございましたけれども、平成 20 年度以降はテストマーケ

ティングにも注力をしております。

プロジェクトの例として右側に置いてありますが、今治タオル、会津塗りのＢＩＴＯＷ

Ａ、山中塗りのＮＵＳＳＨＡということでありますけれども、ＢＩＴＯＷＡとＮＵＳＳＨ

Ａについてはパリの大きな見本市でありますメゾン・エ・オブジェで好評を博しておりま

すし、今治タオルについては今ニューヨークあるいは北欧で販路が開拓されつつあるとい

うことでございます。

次が認定３法に関わる補助金でございます。新連携、地域資源、農商工連携、それぞれ

３法の認定件数を御紹介いたしますと、新連携は本年度末の見込みで約 700 件、昨年度末

と比べて 100 件の増加で、地域資源については約 800 件、昨年度末と比べて 200 件の増加。

農商工連携につきましては 360 件、昨年度末と比べて 200 件の増加ということで、１年間
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で 500 件程度が新たに認定をされております。 500 件の認定事業者のうち、特に補助金の

手当が必要な方々は今公募をしているということであります。

次のページがものづくりの関係で、戦略的基盤技術高度化支援事業。平成 18 年に制定

されましたものづくり高度化法に基づきまして、研究開発の計画を策定した企業に対する

委託の制度でございます。研究開発については、２年度あるいは３か年度にわたる研究開

発事業について、初年度 4,500 万円を上限とした委託を本年では 270 件程度募集をしてい

るところでございます。

続きまして、商店街の関係でございますけれども、商店街の取組みの中で今注力をして

おりますのは、特に空き店舗対策を中心としまして、地域のコミュニティーの活性化につ

ながるような取組み。ハード整備あるいはソフト面の支援事業というものに注力を注いで

いて、今年度 21 年度は４回にわたって募集をいたしまして、合計 156 件の採択をしてお

ります。 22 年度は 120 件程度の採択を予定しております。

最後は中心市街地の関係でございますが、中心市街地についてはハード事業、ソフト事

業ともにございまして、既に公募は締め切っております。今年度は約 50 件程度の採択を

予定しておりますけれども、金額をごらんいただきますと大幅に減少しております。昨年

の事業仕分けの関係もございまして予算が減額になっておりまして、今年度の採択は相当

の倍率に上ると想定をしております。

支援事業に関しては以上です。

○足立部会長

どうも。引き続きまして、議題５「中小企業憲章に関する研究会について」及び議題６

「中小企業支援等の最低賃金引き上げ対策検討チームの設置について」につきまして、宮

本企画課長より御報告願います。

○宮本企画課長

資料５、中小企業憲章に関する研究会についてという１枚紙がございますので、こちら

をごらんいただきたいと思います。

中小企業憲章というものを策定しようということで、現在検討を進めているところでご

ざいます。この中小企業憲章というものでございますけれども、内容といたしましては、

中小企業が我が国の経済の中でいろいろ果たしている多様な役割について再認識をし、ま

た中小企業の政策の方向性なり政策の理念などにつきまして整理を行って、改めて世にお

示ししようというものでございます。

もともとは欧州、ＥＵにおきまして 2000 年に小企業憲章というものを定めておりまし

て、これは欧州議会の方から欧州の加盟各国に対して中小企業政策の方向性なり中小企業

政策の理念について整理を行って各国にある意味指示みたいなものをする文章でございま

す。私ども日本の方でも、こちらにならって中小企業憲章というものを策定したいという

ことで現在検討を進めているところでございます。

資料の２にございますように、こういった学識経験者の方で構成いたします研究会を組
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織いたしまして、３のスケジュールにございますように現在検討を行っておりまして、中

小企業経営者の方でございますとか、また中小企業に対する支援を行っている支援機関で

ありますとか、金融関係の方々等中小企業に関わる多くの方々の御意見を踏まえつつ現在

検討しているところでございまして、こちらの一番末尾に書いてございますように、５月

ぐらいを目途に憲章のとりまとめを行いたいということで現在検討を進めているものでご

ざいます。こちらが御報告の１つでございます。

もう一つは、資料６でございまして、中小企業支援等の最低賃金引き上げ対策検討チー

ムの設置についてというものでございます。

これはもともと民主党の昨年のマニフェストの中で中小企業の最低賃金の話の記載がご

ざいますわけですが、具体的には中小企業を支援して時給 1,000 円、過去全国平均の最低

賃金を目指す。それに向けて最低賃金に関しましては、すべての労働者に適用される全国

最低賃金の 800 円を想定というものを設定するというようなことで、ゆくゆくは景気状況

に配慮しながら最低賃金全国平均 1,000 円を目指すというものをマニフェストに記載をし

ていることを受けまして、私どもの方と最低賃金制度を所管しております厚生労働省の方

で検討を開始したものでございます。

御存じと思いますが、最低賃金制度につきまして簡単に御紹介させていただきますと、

最低賃金制度というのは労働者の生計費でありますとか、企業の賃金の支払い能力等を踏

まえまして、中央最低賃金審議会というのが国にございまして、こちらの方で指針を定め、

これを受けて各都道府県におかれております都道府県最低賃金審議会の御審議を経て、都

道府県ごとに設定されているというものでございます。これはある種強制法規でございま

して、最低賃金以下の賃金で雇用いたしておりますと、労働基準監督署の立ち入り検査を

受けて、場合によっては検察庁の方に送検されて刑事罰を受けるというものでございます

ので、大変厳しいものでございます。

最近、この数年間最低賃金につきましてはいろいろと議論がございましたので、引き上

げを行われてきているところでございますが、都道府県ごとにかなりばらつきがございま

して、一番高い東京都でございますと現在 791 円、神奈川県は 789 円という水準で約 800

円という水準でございますが、他方で宮城以外の東北でありますとか、山陰の鳥取、島根、

香川以外の四国とか、福岡以外の九州、沖縄といったところにつきましては、依然 600 円

台前半の最低賃金になっておりまして、沖縄県につきましては 629 円ということでござい

ますので、民主党の方でマニフェストとして御主張されているところの 800 円というとこ

ろからするとまだまだ開きがあるという状況でございます。

この資料６に記載しておりますように、最低賃金を引き上げることとなった場合にどう

いう課題があるのか。最低賃金引き上げに向けて、中小企業がどういう課題を解決できる

ように図っていけば引き上げることができるのか。その際、中小企業庁なり政府としてど

ういった中小企業支援策を講じるべきなのかといったようなことを検討するために、こう

いった厚生労働省と経産省の方でチームをつくりまして定期的に会合を重ねながら検討を
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行っていきたいと考えているところでございます。

特にこの最低賃金に関しましては、先ほど地域的な話を申し上げましたが、業種別でも

非常に違いがあるところでございまして、各統計的なところで把握しておりますところで

は、やはり最低賃金と申しますか賃金が低い業種というのが当然ございまして、当然そう

いう賃金が低い業種でございますと、それなりの労働者の方が賃金の引き上げの対象にな

るものですから、会社、中小企業にとっても影響がそれなりに出てくるというところがご

ざいます。

具体的には、いわゆるスーパー、コンビニといったような小売業でございますとか、食

品、製造加工業でありますとか、また繊維関係の製造業でございますとか、クリーニング

屋さんのような洗濯業でございますとかサービス業、一般飲食店ですとか遊行飲食店、い

わゆる飲み屋と言われているようなところですけれども、そういった辺りの業種につきま

して比較的に低い賃金で労働者の方がお仕事をされていらっしゃるものですから、 800 円

に引き上げるとなるとそれなりの影響が出るだろうと思っておりまして、その辺りの引き

上げに当たってどういう課題があるのかについて調査をしていきたいと考えているところ

でございます。

資料６の一番下の３．スケジュールにございますように、当面は平成 22 年４月から最

低賃金引き上げの課題等の調査を円滑に実施できるようということでございまして、これ

は厚生労働省の方と私ども経産省、中小企業庁の方でともに最低賃金引き上げに向けてど

ういう課題があるのかという調査を来年度から実施したいと思っておりまして、どういう

ふうな調査を行うかにつきまして、この検討チームの中で議論しながら進めていきたいと

いうものでございます。

報告は以上でございます。

○足立部会長

どうもありがとうございます。そうしましたら、ただいま説明のありました議題の３～

６につきまして、御意見、御質問等ありましたらお願いいたします。いかがでしょうか。

ございませんでしょうか。

今野臨時委員、どうぞ。

○今野臨時委員

最初の議題のところの付加共済金の支給率、20 年度は幾らだったのか、今わかりますか。

○足立部会長

どうぞ。

○奈須野経営安定対策室長

平成８年からこの制度を導入してございますけれども、残念ながらまだ支給の実績はご

ざいません。

○今野臨時委員

平成８年からずっと０ですか。
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○奈須野経営安定対策室長

はい。予定利回りのところと運用利回りのところをごらんいただきましたように、長い

こと逆ざやの状況が続いてございましたので、剰余金が発生するような状況に長いことな

かったというのが正直なところです。

○今野臨時委員

ありがとうございます。

○足立部会長

最初の参考資料の棒グラフの薄い水色が０より下回っている間は、過去ずっと出ておら

ないと御理解いただいていいのだと思います。

ほかにいかがでしょうか。

どうぞ。

○筑紫臨時委員

私、初めてこちらのお話があったので勉強させていただいて、こんなにいろんなことを

やってくださっているのかとわかりまして、わかっていたらもっと安心して仕事ができた

のにと思ったのです。そういう意味で、まずは周知徹底させていらっしゃるのでしょうか

ということと、資料３の景気対応緊急保証の創設などというところでも、こんなにやって

くださっているのかと思ったんです。

１つお聞きしたいのは、例外業種がありますね。農林水産業、金融・保険業、公務、学

校法人、政治・経済・文化団体、宗教、風俗関連業を除き、原則としてすべての業種を対

応しているのですけれども、なぜ農林水産業とか金融・保険業とか、風俗とか、そういっ

たところは除くのでしょうか。

つまり、公務とか学校法人とかというのは多分税額の控除とかいろいろそういうものが

あるのかもしれませんけれども、ほかの業種については同じように、こちらの施策という

のは中小企業でくくっていらっしゃるのか、それとも業種で例えば農林水産業であれば農

林水産省の管轄なのでとか、金融・保険ならば金融庁とか財務省さんなのでというのでく

くっているのかということが不思議、教えてくださいということ。

もしそうだとしたら、どうして風俗関連業を除くのでしょうか。つまり、風俗関連業種

の方も税金を払っているわけですね。それなのになぜでしょうかということです。

２つです。周知徹底していらっしゃるのかどうかということと、景気対応緊急保証のと

ころで業種を除外していらっしゃるのはなぜかということです。教えてください。

○足立部会長

ありがとうございます。最初の質問。

○奈須野経営安定対策室長

１点目の周知の方法なんですけれども、毎年加入促進計画というのを定めておりまして、

これに基づきまして各県、あるいは各県から更に関係の機関、中小企業関係団体、こうい

う方々に御協力いただきまして、周知徹底するようにいたしております。
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その中で中小企業関係団体の方々あるいは金融機関の関係の方々を通じまして、できる

だけ事業者の方にこういう制度があるというのを宣伝、またホームページ等も活用してＰ

Ｒに努めております。

したがいまして、今回特に制度改正もございますので、ここの部分について強力にやっ

ていきたいと思っております。

○足立部会長

では、例外業種の方。  

○多田金融課長

例外業種の話につきましては、まず縦割りというところは、例えば保証につきまして建

設業の方なども随分お使いになっていただいています。したがって、そういう意味では私

どもは御質問に答えれば、まずは中小企業ということでくくって対応をしているというの

が基本スタンスでございます。

ただ、ここに書かせていただいた、まず農林水産業は、別途農林水産省さんの方で農業

信用基金という制度を既にお持ちでありまして、そちらの方で対応させていただいている

というのはここから外れている理由でございます。

金融・保険につきましては、金融機関そのものが一番わかりやすいのですけれども、自

分で貸付をする、それに対してまた自分で保証を付けるというのを政府からもらうという

のは本来ここで対象にするものではないだろうということで外しているというのが理由な

のでございます。

御指摘の風俗関連業につきましては、風俗関連業と言いましてもさまざまなところがご

ざいまして、先ほどありました遊興飲食店みたいなものもいろんな形態がございます。そ

うしたものについては、私ども一律に全部排除をするということではなくて、御指摘のあ

りましたように税金を納められている方で、逆にほかの国民の方々の税金を使ってサポー

トするにふさわしいだろうというものにつきましては、対象とするということにしており

ます。

ただ、一部の風俗関連業につきましては、仮に税金を納めていただいているとしても、

警察法制の中でやってもいいことにはなっておりますけれども、国の税金を使ってまでサ

ポートするところまで国民全体の方々の御理解が得られているかというところにつきまし

ては、私どもとしてこれまで景気対応緊急保証に限らず、信用保証全体の対象から今まで

外しておりまして、その意味で一般的に今外しているものを景気対応緊急保証ということ

で特に上乗せしてやるものについても対象にはしていないという考え方をとっております。

決して縦割り行政でやっているということではないということは御理解いただきたいの

と、風俗関連業につきまして、国民の中での御理解がなかなかまだ進んでいないのではな

いかと考えているということでございまして、この点については経済産業大臣がこの業種

を指定しているのですけれども、その中でそうしたものは除くことにさせていただいてい

るということであります。
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この資金繰り対策につきましても、恐らく御指摘は、筑紫臨時委員を始めまだお使いに

なっていない方々への広報が足りないという御指摘だと思います。５ページで私の方から

御紹介させていただいたペーパーの一番下にも「相談体制の充実（未利用者への広報）」と

我々も認識はしておるのですけれども、まだ皆様方に届いていないという点につきまして

は、叱咤激励と受け止めて、更に万全を期してまいりたいと思います。

○足立部会長

よろしいでしょうか。

○筑紫臨時委員

はい。それでは、もし支援を受けられない風俗関連業というのはこうですよというのは、

ちゃんと経済産業大臣のところでわかろうと思えばわかるんですね。

○多田金融課長

わかります。

○筑紫臨時委員

わかりました。どうもありがとうございます。

○足立部会長

ほかにいかがでしょうか。

どうぞ。

○柏﨑臨時委員

もしわかればで結構なんですが、資料３の２ページ「中小企業向け資金供給の構造」と

ございまして、これは平成 20 年度末の数字だと思うんですけれども、これが例えば金融

危機以前からどういうふうにこの数字が変化したかとか、あるいはその後どのように数字

が変化したかとか、そのマネーストックではないんですけれども、世の中なかんずくこの

中小企業に出回るお金の量自体がどのように動いたのかということがもしわかればお教え

いただきたいと思います。

○足立部会長

何かありますか。

○多田金融課長

今、手元に具体的な数字を暦年的に申し上げられるわけではないですが、１ページと比

較してごらんいただきますと、左側の方ですが、民間金融機関のでこぼこがありますが、

2007 年の第三四半期ぐらいから 100 を下回っております。 2008 年の第三四半期に戻って

いる部分もあるんですが、いずれにしてもこの 2007 年の第三四半期からはずっと 100 を

下回っている状況でございまして、その意味では 21 年３月現在ですから昨年の３月です

ので、 2009 年の３月の時点から例えば 227 兆の数字を見ますと、大体その近辺で動いて

いるということでございまして、その前、 2006 年の時点では 104％まで伸びている時期、

230～ 240 兆まで伸びていた時期がありますが、大体そういう規模感を御理解いただけれ

ばと思います。
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いずれにしても、民間金融機関が貸し渋っているのか、中小企業の方の資金ニーズがな

いのかというところはなかなか難しいところだと思いますが、伸び悩んでいることは事実

だと思います。

そこを公的金融機関の方の貸付の方で若干補完している。補完するといっても圧倒的に

規模が違いますので、完全にコンペンセートはできていないんですけれども、そういう状

況であろうと思います。

○足立部会長

ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。

それでは、ほかに御意見もないようですので、以上で本日予定されておりました議事は

終了いたしました。

閉会に当たりまして、伊藤中小事業庁事業環境部長からのごあいさつをいただきたいと

思います。

お願いします。

○伊藤事業環境部長

今日は本当に年度末の大変お忙しい中、天気もこんな悪い中にお集まりいただきまして、

本当にありがとうございました。

関委員からも御指摘ありましたように、この審議会で今日御審議いただいた内容という

のは、法律上この審議会にかけなければいけないというような形になっているものですか

ら、場合によってはやや形式的に持ち回り等でお諮りするということもあったかもしれな

いですけれども、先ほど説明いたしましたとおり、小規模共済も倒産防止共済も今までの

いろいろな懸案をまとめまして法改正をするというところに至ったというタイミングでも

ありましたし、またこの経済危機、リーマンショック以降のいろいろな中小企業における

対策をかなり強化してきているというタイミングでもありましたので、その辺まとめて御

説明及び御意見をいただきたいということで開催させていただきました。

審議会といったような形で御議論していただく形だけがいろいろな意見をいただくケー

スではないと思っておりますが、こういった場も、あるいは個別にもいろいろと今後とも

この施策について忌憚のない御意見をいただきながら進めていきたいと思っておりますの

で、日常的に引き続きこれからもお世話になりますことをお願いいたしまして、ごあいさ

つに代えさせていただきたいと思います。ありがとうございました。

○足立部会長

では、以上をもちまして本日の会議を終了いたします。

どうもありがとうございました。


